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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、発達障害のある子どもと家族の移行を支える看護ケアを明らかに
し、協働型看護ケアガイドラインを開発することである。分析の結果、発達障害のある子どもと家族の移行を支
える看護ケアは、家族の体験の理解、信頼関係の構築、社会とのつながりを支える、移行期における発達的危機
への対処力を強化する、子どものライフイベントに伴う家族の意思決定を共に歩み合意形成を支える、家族と共
に子どものセルフケアの移行とその子らしく生きることができる道筋を見通し生き抜く力を支える、子育てへの
家族の自信を育み家族形成を支える、子どもの進路・就労保障を見通した多職種と協働した支援体制を整えるケ
アを含むことが導かれた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to identify nursing care that supports 
transitions for children with developmental disabilities and their families and to develop 
collaborative nursing care guidelines. The analysis revealed that nursing care that supports the 
transition of children with developmental disabilities and their families includes: understanding 
the family's experiences, building trust, and supporting social connections; strengthening the 
family's ability to cope with developmental crises during transition; walking with the family 
through decision making and supporting consensus building in the family during life events; 
supporting the child's self-care with the family and their The guiding principles include care that 
supports the child's outlook on life and ability to survive, fosters family confidence in parenting 
and supports family formation, and establishes a support system in collaboration with multiple 
professions that guarantees a career path and employment.

研究分野：家族看護論

キーワード： 発達障害のある子どもと家族　移行　協働型看護ケアガイドライン

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
就学前から就学後にかけての移行期は、子どもと家族にとって大きな変化とストレスを伴う時期である。本研究
は、この移行期における看護ケアの役割を明確にし、切れ目のない支援を可能にする枠組みを提示する点におい
て学術的・社会的な意義を有する。又実践で活用可能なガイドラインの開発により、看護職が他職種と協働して
発達障害のある子どもと家族を支援する際の指針となりケアの質の向上、地域の支援体制の強化にも寄与すると
考えられる。さらに本研究は、看護学および心理学分野の研究者が連携して取り組む協働研究であり、子どもの
行動や心理的側面に配慮しつつ、身体的・健康的ケアを統合した包括的な支援の枠組みの構築が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

 トランジションは、「ひとつのかなり安定した状態から次の安定した状態に移る間の期間

のこと」（Meleis，1986）であると同時にトランジションの結果として変化が起こる（Meleis，

2010）。発達障害のある子どもと家族は、就学期という移行の中でさまざまな変化を体験す

る。発達障害のある子どもと家族は障害の発見から学校、就学後の社会生活に至る移行を辿

る中で、人間関係や生活等環境が大きく変化し、多大な困難に直面する。就学，思春期，青

年期，さらには成人期の各時期に困難を生じることが少なくない（高田ら，2016）。就学後

に支援が引き継がれないことでうつや不登校等の二次障害が生じたり（本田,2013）、社会に

出てから問題が顕在化したりする（石崎,2016）ことが示されている。 

 移行とは、人生のある局面、状況、状態が別の局面、状況、状態に移ることであり、それ

まで馴染みのあったものや人、環境とのつながりが絶たれるように感じる体験である

（Chick & Meleis,1986）。移行支援において教育保健医療福祉等の連携体制づくりや一貫し

た継続支援が重要となる（高橋，2017）。学校内、校種間の就学期の移行支援に留まらず、

学校-地域の生活の場の移行も視野に入れた多職種協働による移行支援の明確化、実践での

活用可能な協働型ガイドラインの開発が喫緊の課題である。 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、教育・保健・医療・福祉専門職の協働に基づく発達障害のある子どもと

家族の就学前から就学後の移行を支える看護ケアを明らかにし、協働型看護ケアガイドラ

インを開発することである。 

３．研究の方法 

 発達障害のある子どもとともに生活する母親７名を対象に、就学前から就学後にかけて

の移行体験（直面する困難、発達障害の捉え方、ニーズ、情緒的反応、生活への影響など）

及び移行期のケアニーズについて、面接調査を実施した。さらに、発達障害のある子どもへ

の支援経験を有する看護者 5 名を対象に、子どもとその家族への看護ケア行動（援助関係

形成の方法、アセスメント指標、看護ケアの意図、協働による看護ケアの内容・方法および

配慮点、支援後の反応など）に関する面接調査を行った。倫理的配慮：研究協力者に対して、

研究参加への自由意思の尊重、研究協力の撤回の自由、プライバシーの保護、心身の負担、

不利益や危険性への配慮、対象が受ける利益や看護上の貢献、資料・データ等の適切な方法

による保管、研究結果の公表の仕方について説明し、同意を得た。本研究は、高知県立大学

研究倫理委員会の承認を得てから実施した。 

４．研究成果 

 家族看護エンパワーメントモデル（野嶋，2005）の考えを基盤としながら、先行研究にお

ける知見及び面接調査によって得られた知見により、協働型看護ケアガイドライン」を構成

する教育・保健・医療・福祉専門職の協働に基づく発達障害のある子どもと家族の就学前か

ら就学後の移行を支える看護ケアを導いた。９つの軸となる看護ケアを【 】、具体的な看

護支援行動を〈 〉で示す。 



 

1．【個人－家族－地域のダイナミズムの中での移行期の家族の体験を理解する】 

【個人－家族－地域のダイナミズムの中での移行期の家族の体験を理解する】とは、移行

期に生じる変化や課題を捉え、子どもと家族のニーズや情緒的反応、生活への影響などのあ

りよう、意味づけを多角的に理解することである。〈移行に伴う困りごとを子どもと家族の

語りから引き出し理解する〉とともに〈変化する移行期ニーズを捉え〉、適切な支援、関係

機関との連携につなげていくようにする。 

２．【安心と信頼を基盤とした関係を構築する】 

【安心と信頼を基盤とした関係を構築する】とは、子どもと家族のありのままの気持ちを

受け止め、ニーズや価値観を尊重しながら、誠実なコミュニケーションを通じて安心感と信

頼に基づく協働関係を形成することである。家族との協働関係の形成においては、〈説明し

同意を得たうえで行動する〉や〈プライバシーを守る〉、〈説明責任を果たす〉など倫理的姿

勢を常にもって関わることが重要となる。さらに〈固定観念をはずす〉、〈壁をつくらない〉

〈安心をもたらす近づきやすい構えをもつ〉〈心の安定を保つ〉といった援助姿勢をもって

関わる。 

３．【社会とのつながりが途切れないよう支える】 

【社会とのつながりが途切れないよう支える】とは、子どもの特性の理解を促す手立てを

家族と共に考え、情報共有を図りながら必要なソーシャルサポートとのつながりを支える

ことである。子どものライフイベントに伴う移行の〈タイミングを逃さず適切な専門機関に

つなぐ〉。また発達障害のある子どもと家族にとって支えとなる教員や友だち、同じ体験を

もつ親、近隣の人々など〈支えとなる人とのつながりを自ら創り拡げていくことができるよ

う支える〉。地域の関係機関との継続的なつながりを維持するために〈1 歳児半健診から発

達に気になる子どもと親との関係を創り継続的支援につなぐ〉、〈保護者の気持ちに添いな

がら抵抗感を抱かないよう段階的に専門機関につなぐ〉、〈就学後の新しい環境にうまく適

応できない子どもと支援につなぐ〉ようにする。また〈発達の特性に応じた柔軟な学級運営

体制の整備〉や放課後等デイサービスなど〈子どもが安心して過ごせる居場所の確保〉、子

どもや家族の意向に添った〈地域での役割や参加の機会の提供〉を行うなど、〈子ども自身

が社会の一員としての実感を育むよう支える〉。 

４．【移行期における発達的危機への対処力を強化する】 

【移行期における発達的危機への対処力を強化する】とは、発達障害のある子どもが就学、

進学、就労などの成長の節目で経験する生活環境の変化や心理的・社会的な不安、適応困難

に対して、子どもと家族が主体的に対処する力を高め、安定した移行と生活を支える支援体

制を強化することである。とくに中学卒業後や就労前の発達障害のある子どもに対する支

援は、将来の自立や社会参加に向けた「橋渡し」の時期として〈進路や制度に関する情報提

供〉〈高校進学に向けた支援〉〈就労準備に向けた支援〉を行う。移行期特有の課題への対応

のために「制度のはざま」による支援の空白を埋めるための〈切れ目のない個別支援〉を実



施し、子どもと家族の抱える困難や変化に伴う〈苦悩の緩和〉を図り、対処力を強化する。 

５．【子どものライフイベントに伴う家族の意思決定を共に歩み合意形成を支える】 

 【子どものライフイベントに伴う家族の意思決定を共に歩み合意形成を支える】とは、子

どもの成長や療育・進路などのライフイベントにおいて、家族内での意見や思いの違いに配

慮しながら、子どもと家族の意向や意思を確認し、子どもを含む家族としてひとつの方向性

を見出し、最善の合意を考えていくことができるよう家族を支えていくことである。具体的

に、〈ライフイベントごとの情報提供と選択肢の提示〉〈合意形成に必要な情報の提供〉を行

う。また家族内での意見の違いを整理し、家族が子どもの意思を理解し受け止めることを支

えるために、〈意見が異なる家族の間で中立的な立場でコミュニケーションを促す〉。〈発達

障害のある子どもの意思決定支援と自己選択の尊重〉を行い、〈子どもと家族が「どう進む

か」を共に考える〉。「子どもの意思を尊重し子どもが自分の人生を選ぶ」ことを大切にしな

がら、家族も安心してその選択を支えられるようにする。 

６．【家族と共に子どものセルフケアの移行を見極め支える】 

 【家族と共に子どものセルフケアの移行を見極め支える】とは、子どもの発達段階、特性

に応じてセルフケアが適切に発揮できるよう家族と共に子どものセルフケアの変化を見守

り、移行を支えることである。家族と共に〈子どもに任せるセルフケア行動の範囲を見極め

（る）〉、子どもが〈自信をもってできることを増やす〉ように関わり、〈親から子どものへ

セルフケアの責任の移行を支える〉。 

７．【家族と共にその子らしく生きることができる道筋を見通しながら生き抜く力を支える】 

 【家族と共にその子らしく生きることができる道筋を見通しながら生き抜く力を支える】

とは、発達障害のある子どもが、自らの特性や強みを活かしながら、その子らしく主体的に

生きていくために、将来の生活や発達の方向性を家族とともに見通し、必要な力を育むこと

である。具体的に、子どもと家族とともに子どもの特性を生かした〈将来を具体的に描き、

準備することを支える〉。進級や進学の〈移行過程に必要な役割の取得を支え（る）〉、〈その

子の個性を強みと捉え引き出（す）〉しながら、〈その子らしさを尊重（する）〉した進路や

方向性を家族と共に考える。子どもが自分の特性や強みを理解し、「自分らしさ」に自信を

持てるように、など子どもをとりまく環境を調整しながら〈他の子どもと同じ体験の場をつ

く（る）〉り、〈自己理解を促（す）〉し、〈自己肯定感を育む〉〈ソーシャルスキルの獲得を

支える〉〈対人関係スキルを育む〉など子どもの生き抜く力を家族と共に支える。 

８．【子育てへの家族の自信を育み家族形成を支える】 

【子育てへの家族の自信を育み家族形成を支える】とは、育児における家族の不安や迷い

に寄り添いながら、子育てを通じて得られる達成感や家族間のつながりを実感し、主体的に

築いていけるよう支援することである。具体的に、〈子育ての苦労を共感（する）〉しながら、

〈育児への肯定的フィードバックを行（う）〉い、母親役割、父親役割といった〈親役割の

獲得を支える〉。子どもの特性に応じた関わり方を学ぶペアレントトレーニング等の活用を

提案し〈親の自己理解と子ども理解を深める支援〉や子どもの行動の背景を理解し、適切な



対応ができるようになることで、〈親としての「できている感覚」を支える〉。子育てへの安

心感、孤立感の軽減が図られるよう同じ立場の保護者との交流機会を設けるなど〈ピアサポ

ートの活用を後押しする〉。〈家族のストレス軽減〉を図る。また拡大家族を含めた支援体制

づくりなど〈家族内の協力体制の構築〉を支える。 

９．【子どもの進路・就労保障を見通した多職種と協働した支援体制を整える】 

【子どもの進路・就労保障を見通した多職種と協働した支援体制を整える】とは将来の進

学・就労・生活について希望や可能性をもてるよう、家族と共に見通しを立てながら、教育・

福祉・労働など多職種との連携を通じて切れ目のない支援体制を構築することである。まず

は、子どもの特性や子ども本人の思い、家庭の希望を丁寧に聴き取り、〈将来の生活像を家

族とともに描き見通す〉。子どもの特性やニーズに応じた〈教育・就労に関する情報の提供

と相談窓口の紹介を行（う）〉い、〈関係機関の専門職と定期的に連携し子どもの希望や課題

を共有し合う〉など進路選択への支援を行う。子どもと家族の伴走者として多職種間の調整

役を果たしながら「できないこと」に着目するのではなく、〈「できる可能性」や「選べる道」

があることを伝え、安心につなげる〉。 

発達障害のある子どもの移行支援は、子どもが本来の持てる能力や機能を最大限に発揮

でき，その人らしい生活を送れることを目的とした支援であり、意思や自己決定の尊重、

子ども家族中心の支援が重要となる(日本小児科学会,2023)。本研究における知見から、移

行期に予測される危機を予測しながら乳児期の段階から子どもと家族のニーズに添い、信

頼関係を基盤としながら多職種での継続的支援を行うことの必要性が示されていた。また

「子ども－家族－地域のダイナミズムの中でニーズを捉え、支援を行う」ことの重要性が

示され、発達障害のある子どもと家族の支援において不可欠な基本姿勢として捉えること

ができる。その上で子どもの特性や家族の歩んできた歴史、あり様、発達段階に応じたオ

ーダーメイドの支援を創り、環境を整えていくことの重要性が示唆されており今後さらに

探求していきたいと考える。 
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